
 

公立大学法人宮崎公立大学授業料等の徴収等に関する規程  

平成１９年４月１日  

規程第４５号  

（趣旨）  

第１条 この規程は、宮崎公立大学（以下「本学」という。）の授業料、入学料、検定料、受講料、証明手

数料及び留学生用宿舎使用料（以下「授業料等」という。）の徴収等について必要な事項を定めるものと

する。  

（授業料等）  

第２条 本学の授業料等の額は、別表のとおりとする。  

（授業料の徴収方法等）  

第３条 学生に係る授業料（以下この条において「授業料」という。）の徴収は、各年度に係る授業料に

ついて、前期及び後期の２期に区分して行うものとし、それぞれの期において徴収する額は、年額の２

分の１に相当する額とする。  

２ 授業料は前期にあっては４月末日までに、後期にあっては10月末日までに徴収するものとする。ただ

し、当該末日が休日等（日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規

定する休日）に当たるときは、その翌日（当該日が休日等に当たるときは、その日後においてその日に

最も近い休日等でない日とする。）とする。  

３ 前２項の規定にかかわらず、学生の申出があったときは、前期に係る授業料を徴収するときは、当該

年度の後期に係る授業料を併せて徴収することができる。  

４ 入学年度の前期又は前期及び後期に係る授業料については、第１項及び第２項の規定にかかわらず、

入学を許可される者の申出があったときは、入学を許可するときに徴収するものとする。  

第４条 研究生及び委託生に係る授業料は、３月分（在学予定期間が３月未満の場合は、その月数分）に

相当する額を３月ごとにその当初の月に徴収するものとする。  

第５条 科目等履修生及び特別聴講生に係る授業料は、許可された授業科目の単位数分に相当する額を既

定の期日までに徴収するものとする。  

（入学料の徴収方法）  

第６条 入学料は、入学を許可するときに徴収するものとする。  

（検定料の徴収方法）  

第７条 検定料は、入学の出願を受理するときに徴収するものとする。  

（受講料の徴収方法）  

第８条 受講料は、開放授業等の受講決定後に徴収するものとする。  

（証明手数料の徴収方法）  

第９条 証明手数料は、証明書を交付するときに徴収するものとする。  

（留学生用宿舎使用料の徴収方法）  

第１０条 留学生用宿舎使用料は、留学生用宿舎に入舎した日の属する月から退舎する日の属する月まで

毎月その月の分を徴収するものとする。ただし、休業期間中の分は、休業期間前に徴収するものとす

る。  

２ 前項の規定にかかわらず、学生の申出又は承諾があったときは、当該年度内に徴収する留学生用宿舎

使用料の額の総額の範囲内で、その申出又は承諾に係る額を、その際徴収することができる。  

（休学等の場合における授業料の額）  

第１１条 前期又は後期の中途で休学、退学又は転学した者から徴収する当該学期分の授業料の額は、そ



 

の全額とする。 

２ 休学が前期又は後期の全期間にわたるときは、その学期分の授業料は徴収しない。  

３ 前期又は後期の中途において復学した者から徴収する授業料の額は、授業料の年額の１２分の１に相

当する額に復学の日の属する月から次の学期の前月までの月数を乗じて得た額とし、復学の日の属する

月に徴収するものとする。  

（授業料等の不返還）  

第１２条 既納の授業料等は、返還しない。ただし、理事長が特別の理由があると認めるときは、その全部

又は一部を返還することができる。  

（授業料等の免除等の決定） 

第１３条 授業料等（受講料を除く。第２３条において同じ。）の免除又は徴収の猶予は、理事長が決定す

る。 

（授業料の免除）  

第１４条 次の各号のいずれかに該当する場合は、審査のうえ授業料を免除することができる。  

⑴ 宮崎公立大学学則第３８条の規定により留学することとなり、かつ、当該学生が成績優秀と認めら

れる場合  

⑵ 宮崎公立大学学則第４０条第３号又は第４号に該当する者が同条の規定により除籍された場合  

⑶ 本学の学術交流協定校及び了解覚書締結校の学生等を特別聴講生又は私費外国人留学生科目等履修

生として、本学に受け入れる場合  

⑷ 他の教育機関等との協定等に基づき、授業料等の全部又は一部を免除することとした場合 

２ 前項に定めるもののほか、大学等における修学の支援に関する法律（令和元年法律第８号）第８条第

１項の授業料等減免対象者として認定された場合は、授業料を免除するものとする。 

（授業料免除の額）  

第１５条 授業料の免除の額は、原則として各期分の授業料の全額又は半額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、前条第２項の規定による授業料の免除の額は、大学等における修学の支援

に関する法律施行令（令和元年政令第４９号）第２条第１項に定める額とする。 

（授業料の徴収猶予）  

第１６条 次の各号のいずれかに該当する場合は、審査のうえ授業料の徴収を猶予することができる。  

⑴ 経済的理由によって納入期限までに授業料の納入が困難であり、かつ、学業優秀と認められる場合  

⑵ 学生又は学資負担者が災害を受け、授業料の納入が困難であると認められる場合  

⑶ 前２号に掲げるもののほか、やむを得ない事情があると認められる場合  

２ 特別の事情があると認められる場合は、授業料の分納を許可することができる。  

（入学料の免除）  

第１７条 次の各号のいずれかに該当する場合は、入学料を免除することができる。  

⑴ 本学と外国の大学等との間の協定等に基づいて当該外国の大学等の学生を外国人留学生として本学

に受け入れる場合において、当該外国人留学生に係る必要経費を本学が負担することとなっている場

合  

⑵ 私費外国人留学生科目等履修生として、学術交流協定校及び了解覚書締結校の学生等を本学に受け

入れる場合  

⑶ 科目等履修生として本学に入学した日から4年以内の再入学の場合  

⑷ 学生として本学に再入学又は復籍の場合  

２ 前項に定めるもののほか、大学等における修学の支援に関する法律第８条第１項の授業料等減免対象



 

者として認定された場合は、入学料を免除するものとする。 

（入学料免除の額）  

第１８条 入学料の免除の額は、原則として入学料の全額又は半額とする。  

２ 前項の規定にかかわらず、前条第２項の規定による入学料の免除の額は、大学等における修学の支援

に関する法律施行令第２条第１項に定める額とする。 

（入学料の徴収猶予） 

第１９条 第１７条の規定による入学料の免除が見込まれる場合は、入学料の徴収を猶予することができ

る。 

（検定料の免除）  

第２０条 次の各号のいずれかに該当する場合は、検定料の全額を免除することができる。 

 ⑴ 科目等履修生として本学に入学したことがある場合 

 ⑵ 志願者又は学資負担者が災害を受け、検定料の納入が困難であると認められる場合 

（証明手数料の免除） 

第２１条 次の各号のいずれかに該当する場合は、証明手数料の全額を免除する。 

⑴ 在籍者 

⑵ 本学を卒業又は修了する月の末日までに発行申請した者 

（留学生用宿舎使用料の免除）  

第２２条 学生又は学資負担者が風水害等の災害を受け、留学生用宿舎使用料の納入が著しく困難である

と認められる場合は、当該災害の発生した日の属する月の翌月から起算して６月間の範囲内において必

要と認める期間に納入すべき留学生用宿舎使用料の全額を免除することができる。  

２ 本学と外国の大学等との間の協定に基づいて当該外国の大学等の学生を外国人留学生として本学に受

け入れる場合において、当該外国人留学生に係る必要経費を本学が負担することとなっているときは、

前項の規定にかかわらず、当該外国人留学生に係る留学生用宿舎使用料の全額を免除することができ

る。 

（決定の取消し） 

第２３条 理事長は、授業料等の免除又は徴収の猶予の決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当する

場合は、その決定を取り消すことができる。 

 ⑴ 授業料等の免除又は徴収の猶予を必要とする理由が消滅した場合 

 ⑵ 偽りその他不正の手段により決定を受けた場合 

 ⑶ 学業成績が著しく不良となったと認められる場合 

 ⑷ 学生たるにふさわしくない行為があったと認められる場合  

（委任）  

第２４条 この規程に定めるもののほか、授業料等の徴収に関し必要な事項は、別に定める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この規程は、平成１９年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 平成１２年３月３１日に在学する者に係る授業料の額については、なお従前の例による。  

附 則  

この規程は、平成２０年１月４日から施行する。  

附 則  



 

この規程は、平成２２年３月２３日から施行する。  

附 則  

この規程は、平成２５年２月１２日から施行する。  

附 則  

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。  

附 則  

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則  

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則  

この規程は、平成３０年３月１日から施行する。 

   附 則 

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和３年９月１７日から施行する。 

  



 

別 表 

区          分  金      額  

授 業 料 

学 生 年額          535,800円  

研 究 生 月額           29,700円  

委 託 生 月額           41,440円  

科目等履修生 １単位                   14,800円  

特 別 聴 講 生  １単位                   14,800円  

入 学 料 

学 生 
管内者                  229,000円  

管外者                  335,000円  

研 究 生 84,600円  

科目等履修生  28,200円  

検 定 料 

学 生 17,000円  

研 究 生 9,800円  

科目等履修生  9,800円  

受 講 料 

開放授業受講生 １科目                    5,000円  

リカレント教育プログラム受講生 １講座          30,000円 

教員免許状更新講習受講生 １時間          1,000円 

証明手数料 

成 績 証 明 書 、 

卒 業 証 明 書 、 

修 了 証 明 書 、 

単位取得証明書等 

学籍簿に基づく証明書 

証明事項1件につき       300円 

留学生用宿舎使用料  月額                      7,000円  

 

備考  

１ この表中管内者とは、次の各号のいずれかに該当する者をいい、管外者とは、管内者以外の者をいう。  

⑴ 入学の前年の４月１日（年度の途中において入学する場合は、別に定める日）以前から入学手続の日

まで引き続き宮崎市、国富町又は綾町に住所を有する者  

⑵ 入学の前年の４月１日（年度の途中において入学する場合は、別に定める日）以前から入学手続の日

まで引き続き宮崎市、国富町又は綾町に一親等の親族が住所を有する者  

⑶ 理事長が、前２号に準ずると認める者 

２ 高等教育コンソーシアム宮崎単位互換に関する協定に基づき受け入れられた特別聴講学生の検定料、

入学料及び授業料は徴収しない。 


